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第４次 第５次

22,280 22,280 91,552 91,552

1 総

茅ヶ崎市の
まちづくり
における手
続及び基準
等に関する
条例に基づ
く届出書の
収受、助言
並びに指導

建主等の建築計画を
建築確認申請事前に
把握することによ
り、当該建築計画と
市のまちづくり等に
関する各計画等の整
合性を確認し、適正
且つ公平な建築行政
の推進を図る。

建築計
画を有
する市
民・法

人

政
策

適切に届け出の処理
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

1

茅ヶ崎市の
まちづくり
における手
続及び基準
等に関する
条例に基づ
く届出書の
収受、助言
並びに指導

届出書の受
付、助言指導
業務

受付件数
１３００
件

１２１９
件

届出書の受
付、助言指導
業務

受付件数
１０５０
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員の活用
予算
なし

2 総

建築基準法
等の啓発、
相談及び指
導

市民等に法等の理解
を深めてもらい、併
せて相談に対応する
ことにより建築行政
の円滑化を図る。

市民等
義
務

適切に相談及び指導
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

2

建築基準法
等の啓発、
相談及び指
導

法等の周知啓
発・相談業務

窓口開設日数 ２４３日 ２４３日
法等の周知啓
発・相談業務

窓口開設日数 ２４１日 可
必
要

可
不
可

有 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

3 総
確認申請の
審査及び確
認

建築基準法に基づく
建築基準の審査を行
い、建築物の安全性
の確保や秩序ある居
住環境の維持保全等
を図る。

建築主
義
務

1,763
適切に審査及び確認
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 1,786 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

現状維
持

なし 維持

3
確認申請の
審査及び確
認

確認申請書の
受付事務

窓口開設日数 ２４３日 ２４３日
確認申請書の
受付事務

窓口開設日数 ２４１日 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

3
確認申請の
審査及び確
認

確認申請書の
審査事務

審査件数 ３００件 ３５９件
確認申請書の
審査事務

審査件数 ２５０件 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

3
確認申請の
審査及び確
認

確認済証の交
付事務

交付件数 ３００件 ３５３件
確認済証の交
付事務

交付件数 ２５０件 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

3
確認申請の
審査及び確
認

建築確認支援
システム機器
サポート（委
託）

システムの運
用及び機器等
の保全管理回
数

毎月１回 毎月１回 658

建築確認支援
システム機器
サポート（委
託）

システムの運
用及び機器等
の保全管理回
数

毎月１回 681 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

3
確認申請の
審査及び確
認

建築確認支援
システム機
器、ソフト
リース料

システム機器
等の賃貸借及
び保守回数

毎月１回 毎月１回 1,105

建築確認支援
システム機
器、ソフト
リース料

システム機器
等の賃貸借及
び保守回数

毎月１回 1,105 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

建築指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

建築指導課
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目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

建築指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

建築指導課

4 総

建築基準法
に基づく建
築物等の検
査（完了・
中間検査）

確認申請をした建築
物が特定工程に係る
工事を終えた時、建
物の工事が終了した
時に検査を受けるこ
とにより、市民の安
全性を確保する。

建築主
義
務

適切に検査を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

現状維
持

なし
予算
なし

4

建築基準法
に基づく建
築物等の検
査（完了・
中間検査）

中間検査の申
請受付事務

受付件数 ４０件 ５２件
中間検査の申
請受付事務

受付件数 ５０件 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

4

建築基準法
に基づく建
築物等の検
査（完了・
中間検査）

中間検査の検
査済証の交付
事務

交付件数 ４０件 ５２件
中間検査の検
査済証の交付
事務

交付件数 ５０件 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

4

建築基準法
に基づく建
築物等の検
査（完了・
中間検査）

完了検査の申
請受付事務

受付件数 １８０件 ２３７件
完了検査の申
請受付事務

受付件数 １８０件 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

4

建築基準法
に基づく建
築物等の検
査（完了・
中間検査）

完了検査の検
査済証の交付
事務

交付件数 １５０件 ２２５件
完了検査の検
査済証の交付
事務

交付件数 １５０件 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

5 総

その他建築
基準法に基
づく特定行
政庁及び建
築主事等の
事務

指定確認検査機関へ
出された確認申請、
完了検査等につい
て、申請を受けた機
関から報告された書
類を建築物の安全性
に関する基準に基づ
き確認することによ
り、市民の安全性を
確保する。

指定確
認検査
機関

義
務

適切に審査及び確認
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

現状維
持

なし
予算
なし

5

その他建築
基準法に基
づく特定行
政庁及び建
築主事等の
事務

指定確認検査
機関からの報
告書の確認業
務

確認件数
１３００
件

１２２９
件

指定確認検査
機関からの報
告書の確認業
務

確認件数
１０５０
件

6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5

その他建築
基準法に基
づく特定行
政庁及び建
築主事等の
事務

指定確認検査
機関との連絡
調整業務

調整件数 ８５０件 ９２２件
指定確認検査
機関との連絡
調整業務

調整件数 ６９０件 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 総

建築基準法
に基づく申
請書等の受
付、通知書
等の交付及
び台帳の整
備、保管

法に基づき提出され
る申請書等の受付、
通知書等の交付を行
い、その台帳を整備
し、記録類を保管す
ることで、事務処理
経過を明らかにす
る。

申請者
義
務

適切に受付及び交付
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

現状維
持

なし
予算
なし

6

建築基準法
に基づく申
請書等の受
付、通知書
等の交付及
び台帳の整
備、保管

申請書の受付
事務

受付件数
１７００
件

１５６８
件

申請書の受付
事務

受付件数
１３００
件

6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし
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目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

建築指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

建築指導課

6

建築基準法
に基づく申
請書等の受
付、通知書
等の交付及
び台帳の整
備、保管

期限内に確認
ができない旨
の通知書の交
付事務

交付件数 １１０件 １２５件

期限内に確認
ができない旨
の通知書の交
付事務

交付件数 ８０件 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

6

建築基準法
に基づく申
請書等の受
付、通知書
等の交付及
び台帳の整
備、保管

台帳の整備、
保管業務

台帳の件数
１７００
件

１５６８
件

台帳の整備、
保管業務

台帳の件数
１３００
件

6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

7 総
確認申請書
等の手数料
の徴収

審査等に伴う手数料
を徴収する。

申請者
義
務

適切に手数料の徴収
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

現状維
持

有り
予算
なし

7
確認申請書
等の手数料
の徴収

確認申請書等
の手数料の徴
収事務

手数料の徴収
件数

６５０件 ６６９件
確認申請書等
の手数料の徴
収事務

手数料の徴収
件数

６００件 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

8 総
建築基準法
令に基づく
許可等

建築基準法令に基づ
き申請される許可や
認定等の審査を行
い、建築審査会に付
議する等の手続を踏
んで許可するまでの
事務処理を実施す
る。

申請者
義
務

適切に審査を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

現状維
持

なし
予算
なし

8
建築基準法
令に基づく
許可等

建築許可申請
書等の審査事
務

審査件数 ２０件 ３１件
建築許可申請
書等の審査事
務

審査件数 ２５件 6

建築確認業務
の確実化・
信頼性維持の
為の業務
適正化の推進
と指定検査
機関への指導
強化業務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
道路の位置
の指定等

道路法や都市計画法
等によらないで道路
を築造することがで
きる手法を用意する
ことで、土地利用の
可能性を広げるた
め。

申請者
義
務

適切に手数料の徴収
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

9
道路の位置
の指定等

道路位置指定
申請書の審査
事務

審査件数 ２５件 １８件
道路位置指定
申請書の審査
事務

審査件数 ２０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10 総
建築基準法
に基づく聴
取

建築許可等の事務処
理を行う上で、あら
かじめ、その許可等
に利害関係を有する
者の意見を聴取する
ことにより、処分の
公平性と公開性を確
保する。

利害関
係人

義
務

適切に聴取を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

10
建築基準法
に基づく聴
取

建築許可等の
事務処理上必
要となる意見
聴取

受付・相談件
数

１件 １件

建築許可等の
事務処理上必
要となる意見
聴取

受付・相談件
数

１件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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④
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③
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果
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③
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②
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性
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④
継
続
性

建築指導課

11 総
違反建築物
の是正及び
指導

違反建築物等を早期
に発見、是正指導す
ることにより、建築
物における安心安全
まちづくりの推進
と、法における公平
性の確保をめざす。

申請
者、近
隣住

民、施
行者、
管理者

等

義
務

適切に現場パトロー
ルを行っており、成
果が出ている。

Ａ 7
違反建築対策
業務

現状維
持

有り
予算
なし

11
違反建築物
の是正及び
指導

違反建築物防
止のための現
場調査

現場パトロー
ル日数

１６日 １５日
違反建築物防
止のための現
場調査

現場パトロー
ル日数

２０日 7
違反建築対策
業務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

11
違反建築物
の是正及び
指導

違反建築物の
是正指導業務

是正指導件数 ２２件 １９件
違反建築物の
是正指導業務

是正指導日数 ２４１日 7
違反建築対策
業務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

12 総
建築物等の
定期報告

不特定多数が利用す
る一定規模以上の建
築物等に関しては、
法令により定期的に
施設状況の報告を義
務付けることで、利
用者等の安全性確保
をめざす。

所有
者、管
理者、
施設利
用者等

義
務

1,115
適切に報告を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,314
現状維

持
なし 維持

12
建築物等の
定期報告

特定建築物の
定期報告事務
（県への報
告）

定期報告の回
数

毎月１回 毎月１回

特定建築物の
定期報告事務
（県への報
告）

定期報告の回
数

毎月１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12
建築物等の
定期報告

建築物等の定
期報告のため
の調査（委
託）

調査回数 毎月１回 毎月１回 1,115

建築物等の定
期報告のため
の調査（委
託）

調査回数 毎月１回 2,314 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

13 総
建築物の防
災に係る調
査及び指導

不特定多数が利用す
る一定規模以上の建
築物等に関して、不
定期に消防と一緒に
防災査察を実施する
ことにより、所有
者・管理者等に建築
物に関する防災の意
識を高めてもらう。

所有
者、管
理者、
施設利
用者等

義
務

189
適切に調査及び指導
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 205
現状維

持
有り 維持

13
建築物の防
災に係る調
査及び指導

特定建築物等
の防災査察の
実施

実施件数 ７件 ８件
特定建築物等
の防災査察の
実施

実施件数 ７件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

13
建築物の防
災に係る調
査及び指導

特定建築物等
の是正指導業
務

是正指導件数 ７件 ８件
特定建築物等
の是正指導業
務

是正指導件数 ７件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

13
建築物の防
災に係る調
査及び指導

防災指導用図
面作成委託の
評価

総合防災対策
上査察等の業
務評価回数

年１回 年１回 189
防災指導用図
面作成委託の
評価

総合防災対策
上査察等の業
務評価回数

年１回 205
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

14 総
建築計画概
要書等の閲
覧及び証明

各種建築計画におけ
る利害関係住民への
情報提供が主な目的
である。閲覧に関し
ては、利害関係人に
建築計画等の情報を
提供することにより
違反建築物を未然に
防止し、良好なまち
づくりにも資する。

申請者
義
務

1,020
適切に閲覧及び証明
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 1,069
現状維

持
有り 維持

14
建築計画概
要書等の閲
覧及び証明

建築計画概要
書等の閲覧申
請書受付事務

受付件数 ９０件 ７２件
建築計画概要
書等の閲覧申
請書受付事務

受付件数 ６０件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

14
建築計画概
要書等の閲
覧及び証明

記載事項証明
申請書受付事
務

受付件数 ３００件 ２６５件
記載事項証明
申請書受付事
務

受付件数 ２００件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし
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③
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③
民
間
活
用

②
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14
建築計画概
要書等の閲
覧及び証明

ファイリング
システムの賃
貸借及び保守
業務

ファイリング
システムの賃
貸借及び保守
回数

毎月１回 毎月１回 1,020

ファイリング
システムの賃
貸借及び保守
業務

ファイリング
システムの賃
貸借及び保守
回数

毎月１回 1,069
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

15 総
建築確認申
請書等の統
計及び報告

全国、県内の建築統
計の基礎資料を得る
ことを目的としてい
る。

国・県
義
務

適切に統計及び報告
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

15
建築確認申
請書等の統
計及び報告

各種統計調査
業務

県建築指導
課・国交省住
宅局への提出
期限

５月 ６月
各種統計調査
業務

県建築指導
課・国交省住
宅局への提出
回数

１回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

16 総

建築基準法
に基づく条
例の制定、
改廃

建築関連法規の改正
に対する的確な運用
を図る必要から、市
条例の整備を行い、
以て社会経済環境等
の著しい変化に適応
した建築行政の推進
を図る。

市民等
義
務

適切に条例の制定及
び改廃を行ってお
り、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

16

建築基準法
に基づく条
例の制定、
改廃

建築基準法等
改正に伴う条
例の整備

条例改正案の
提出時期

随時 １２月
建築基準法等
改正に伴う条
例の整備

条例改正案の
提出時期

随時
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17 総
建築物の実
態調査、報
告

増築・改築及び改装
等を実施した建築物
の工事実施額等につ
いて、また、着工建
築物及び除却建築物
の届出の実態等を明
らかにし、国の住宅
等行政の基礎資料を
得る。

特定地
域の市

民

義
務

適切に調査及び報告
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

17
建築物の実
態調査、報
告

実態調査業務
県への提出期
限

11月30
日

１２月 実態調査業務
県への提出回
数

１回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

18 総
各指定区域
の現地調査

増築・改築及び改装
等を実施した建築物
の工事実施額等につ
いて、また、着工建
築物及び除却建築物
の届出の実態等を明
らかにし、国の住宅
等行政の基礎資料を
得る。

特定地
域の市

民

義
務

適切に調査及び報告
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

18
各指定区域
の現地調査

国交省が指定
する区域の実
態調査業務

４調査区の調
査対象数

１調査区
約４０棟
６０戸

１調査区
約３６棟
４５戸

国交省が指定
する区域の実
態調査業務

４調査区の調
査対象数

１調査区
約４０棟
６０戸

可
必
要

可
不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

19 総
建築協定の
認可

良好な住環境の保全
又は商業地における
利便性の確保等を図
ることにより、以て
秩序ある街並みの形
成を図る。

良好な
住環境
等を求
める思
いが強
い市

民・法
人

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

19
建築協定の
認可

建築協定に関
する認可業務

窓口開設日数 ２４３日 ２４３日
建築協定に関
する認可業務

窓口開設日数 ２４１日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20 総
建築協定の
啓発、相談
及び指導

良好な住環境の保全
又は商業地における
利便性の確保等を図
ることにより、以て
秩序ある街並みの形
成を図る。

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

20
建築協定の
啓発、相談
及び指導

建築協定に関
する相談・指
導業務

窓口開設日数 ２４３日 ２４３日
建築協定に関
する相談・指
導業務

窓口開設日数 ２４１日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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21 総
危険ブロッ
ク塀等の改
修、補強

要綱等に基づく仕様
基準により危険ブ
ロック塀等の解消を
指導し、仕様基準の
遵守を条件として助
成金の交付を約し、
緑化の推進と安全の
確保を図る。

助成要
件を具
備する
市民・
法人

政
策

危険ブロッ
ク改善への
助成

危険ブロッ
ク改善への
助成

849
活動指標が達成でき
なかったが、、成果
は今後見込める。

Ａ 1,000 3
危険ブロック
改善への助成

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

21
危険ブロッ
ク塀等の改
修、補強

事前相談、現
地調査

相談件数
調査件数

８件 ４件
事前相談、現
地調査

窓口開設日数 ２４１日 3
危険ブロック
改善への助成

不
可

必
要

不
可

不
可

有 有り 22

今後、公園みどり課
や防災対策課と協議
をし、事業の方向性
を決定する。

予算
なし

21
危険ブロッ
ク塀等の改
修、補強

助成金の支払
い事務

支払い件数 ８件 ４件 849
助成金の支払
い事務

窓口開設日数 ２４１日 1,000 3
危険ブロック
改善への助成

不
可

必
要

不
可

不
可

有 有り 22

今後、公園みどり課
や防災対策課と協議
をし、事業の方向性
を決定する。

維持

22 総

生け垣の築
造に対する
工事費の助
成

要綱等に基づく仕様
基準により生け垣が
築造されるよう指導
し、仕様基準の遵守
を条件として助成金
の交付を約し、緑化
の推進と安全の確保
を図る。

助成要
件を具
備する
市民・
法人

政
策

生け垣奨励
事業

生け垣奨励
事業

1,902
活動指標が達成でき
なかったが、、成果
は今後見込める。

Ａ 2,000 4
生け垣奨励事
業

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

22

生け垣の築
造に対する
工事費の助
成

事前相談、現
地調査

相談件数
調査件数

２５件 ７件
事前相談、現
地調査

窓口開設日数 ２４１日 4
生け垣奨励事
業

不
可

必
要

不
可

不
可

有 有り 22

今後、公園みどり課
や防災対策課と協議
をし、事業の方向性
を決定する。

予算
なし

22

生け垣の築
造に対する
工事費の助
成

助成金の支払
い事務

支払い件数 ２５件 ７件 1,902
助成金の支払
い事務

窓口開設日数 ２４１日 2,000 4
生け垣奨励事
業

不
可

必
要

不
可

不
可

有 有り 22

今後、公園みどり課
や防災対策課と協議
をし、事業の方向性
を決定する。

維持

23 総

融資住宅等
に係る設計
審査及び現
場審査

住宅金融支援機構
は、建設基準に適合
している安心できる
良質な住まいづくり
を進めており、市
は、その設計・現場
審査を受託して設計
審査・現場中間検
査・現場竣工検査を
行っている。

住宅金
融支援
機構申
請者

義
務

適切に審査を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

23

融資住宅等
に係る設計
審査及び現
場審査

融資住宅等に
係る設計審査
及び現場審査

審査件数 　　１件 ２件
融資住宅等に
係る設計審査
及び現場審査

窓口開設日数 ２４１日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 無

2007/4/1に「独
立行政法人住宅金融
支援機構法」が施行
され、住宅金融公庫
が廃止された。その
法人が業務を引継い
たが、融資業務範囲
が縮小された。

予算
なし

24 総
受託業務契
約手数料の
徴収

本来、機構の目的
は、住宅の建設や購
入に必要な資金の安
定供給と住宅の質向
上への取組みを通
じ、国民の住生活の
安定と向上を図ると
ころにある。本市は
公庫法に基づき業務
を委託され、協定で
締結された所定の手
数料単価を用い、規
定の方法にて算出さ
れた金額を請求す
る。

住宅金
融支援
機構

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

24
受託業務契
約手数料の
徴収

協定書に基づ
く業務委託手
数料の徴収事
務

手数料の徴収
件数

　　１件 １件

協定書に基づ
く業務委託手
数料の徴収事
務

窓口開設日数 ２４１日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 無

2007/4/1に「独
立行政法人住宅金融
支援機構法」が施行
され、住宅金融公庫
が廃止された。その
法人が業務を引継い
たが、融資業務範囲
が縮小された。

予算
なし
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22,280 22,280 91,552 91,552
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

建築指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

建築指導課

25 総

工事審査報
告書の作
成、提出及
び検査

事務処理規程に基づ
き、建売の融資対象
住宅の審査処理経過
を、毎月公庫へ報告
する。この業務を行
うことで、四半期毎
の手数料請求の際
に、その対象となる
住宅の件数が容易に
把握でき、請求金額
の算出に利すること
ができる。

住宅金
融支援
機構

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

25

工事審査報
告書の作
成、提出及
び検査

工事審査事務
処理規程第２
９条に基づく
工事審査報告
書の作成、提
出事務

報告書の提出
回数

毎月初め
に提出

毎月初め
に提出

工事審査事務
処理規程第２
９条に基づく
工事審査報告
書の作成、提
出事務

報告書の提出
回数

毎月初め
に提出

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし

2007/4/1に「独
立行政法人住宅金融
支援機構法」が施行
され、住宅金融公庫
が廃止された。その
法人が業務を引継い
たが、融資業務範囲
が縮小された。

予算
なし

26 総

優良・良質
住宅新築の
認定申請の
審査及び手
数料の徴収

優良・良質住宅を建
築することにより一
定基準以上の住宅の
供給が図れることか
ら、土地重課制度の
軽減措置を図る。

事業主
又は施
工者

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

26

優良・良質
住宅新築の
認定申請の
審査及び手
数料の徴収

優良・良質住
宅新築の認定
申請の審査業
務

窓口開設日数 ２４３日 ２４３日

優良・良質住
宅新築の認定
申請の審査業
務

窓口開設日数 ２４１日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26

優良・良質
住宅新築の
認定申請手
数料の徴収

優良・良質住
宅新築の認定
申請手数料の
徴収事務

申請手数料の
徴収率

１００％ １００％

優良・良質住
宅新築の認定
申請手数料の
徴収事務

申請手数料の
徴収率

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

27 総

建築物の耐
震改修の促
進に関する
法律に基づ
く指導、助
言及び指示
並びに認定
申請の審査

建築物の耐震改修の
措置を講ずることに
より建築物の地震に
対する安全性の向上
を図り公共の福祉に
資することを目的に
既存建築物に対する
指導、助言、指示を
行い既存建築物の耐
震性能を高める。

建築物
所有者

義
務

適切に指導及び助言
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 1
耐震改修促進
計画事業

現状維
持

予算
なし

27

建築物の耐
震改修の促
進に関する
法律に基づ
く指導、助
言及び指示
並びに認定
申請の審査

法に基づく指
導、助言及び
指示並びに認
定申請の審査
事務

窓口開設日数 ２４３日 ２４３日

法に基づく指
導、助言及び
指示並びに認
定申請の審査
事務

窓口開設日数 ２４１日 1
耐震改修促進
計画事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

28 総

建築物の耐
震改修の促
進に関する
法律の啓発
及び相談

建築物の耐震改修の
措置を講じ、既存建
築物の耐震性能を上
げる。このことによ
り市内の建築物の地
震に対する安全性の
向上を図り都市の防
災機能を向上させ
る。

市民、
建物所
有者

政
策

木造住宅耐
震改修促進
事業

木造住宅耐
震改修促進
事業

12,228

適切に啓発・周知活
動をし、無料耐震相
談及び助成を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 20,350 2
木造住宅耐震
改修促進事業

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

28

建築物の耐
震改修の促
進に関する
法律の啓発
及び相談

啓発・周知業
務

ホームページ
や広報紙等へ
の掲載時期

ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞ：年４
回
広報紙：
年１回

ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞ：年４
回
広報紙：
年４回

啓発・周知業
務

ホームページ
や広報紙等へ
の掲載時期

ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞ：年４
回
広報紙：
年１回

2
木造住宅耐震
改修促進事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし
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22,280 22,280 91,552 91,552
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

建築指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

建築指導課

28

建築物の耐
震改修の促
進に関する
法律の啓発
及び相談

相談業務
無料耐震相談
会開催数
相談件数

年１２回 年１２回 相談業務
無料耐震相談
会開催数
相談件数

年１２回 2
木造住宅耐震
改修促進事業

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

28

建築物の耐
震改修の促
進に関する
法律の啓発
及び相談

耐震診断、耐
震補強への助
成活動

耐震診断８０
件
耐震補強２４
件

耐震診断
８０件
耐震補強
２４件

耐震診断
５２件
耐震補強
２０件

12,228

耐震診断、耐
震補強への助
成並びに低所
得者等や補強
工事実施者へ
の助成や還元
活動

耐震診断件数
耐震補強件数
低所得者等工
事助成件数
診断費用還元
助成件数

耐震診断
８０件
耐震補強
２５件
低所得者
等工事助
成１５件
診断費用
還元助成
２５件

20,350 2
木造住宅耐震
改修促進事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

増
や
す

29 総
耐震改修促
進計画事業

建築物の耐震改修の
措置を講じ、既存建
築物の耐震性能を上
げる。このことによ
り市内の建築物の地
震に対する安全性の
向上を図り都市の防
災機能を向上させ
る。

市民、
建物所
有者

政
策

耐震改修促
進計画事業

耐震改修促
進計画事業

1,748

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により成果が見込め
る。

Ａ 22,944 1
耐震改修促進
計画事業

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

29
耐震改修促
進計画事業

計画的な耐震
化の推進

耐震化率 ６８％ ６７％ 1,748
計画的な耐震
化の推進

耐震化率 72% 1
耐震改修促進
計画事業

不
可

必
要

不
可

可 無 有り 協議会の設立
増
や
す

29
耐震改修促
進計画事業

次世代住宅建
設、自治会館
耐震化（建て
替え）の推進

次世代住宅建
設の件数
自治会館耐震
化件数

次世代住
宅建設の
件数２０
件
自治会館
耐震化件
数１件

22,944 1
耐震改修促進
計画事業

可
必
要

不
可

可 無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

増
や
す

30 総

バリアフ
リー法に基
づく指導、
助言及び指
示並びに認
定申請の審
査

高齢者障害者等が円
滑に利用できる施設
を増やすことで、誰
もが等しくサービス
の提供を受け、使い
やすい都市の整備に
寄与する。

市民、
建物所
有者、
事業者

義
務

適切に指導及び助言
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

30

バリアフ
リー法に基
づく指導、
助言及び指
示並びに認
定申請の審
査

法に基づく指
導、助言及び
指示並びに認
定申請の審査
業務

窓口開設日数 ２４３日 ２４３日

法に基づく指
導、助言及び
指示並びに認
定申請の審査
業務

窓口開設日数 ２４１日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31 総
バリアフ
リー法の啓
発及び相談

高齢者障害者等が円
滑に利用できる施設
を増やすことで、誰
もが等しくサービス
の提供を受け、使い
やすい都市の整備に
寄与する。

市民、
建物所
有者、
事業者

義
務

啓発活動について、
窓口での直接啓発に
方針変更した為、活
動指標が達成できな
かったが、、成果は
今後見込める。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

31
バリアフ
リー法の啓
発及び相談

法の啓発
ホームページ
や広報紙等へ
の掲載時期

ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞ：年４
回
広報紙：
年１回

実績なし
予算
なし

31
バリアフ
リー法の啓
発及び相談

法の啓発 窓口開設日数 ２４３日 ２４３日 法の啓発 窓口開設日数 ２４１日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31
バリアフ
リー法の啓
発及び相談

相談業務 窓口開設日数 ２４３日 ２４３日 相談業務 窓口開設日数 ２４１日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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22,280 22,280 91,552 91,552
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

建築指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

建築指導課

32 総

建設リサイ
クル法に基
づく申請書
類の審査及
び収受

分別解体等及び再生
資源化等を図るため
事前届出制度を確立
させ、環境面におけ
る循環型社会の形成
を目指す。また、分
別解体等の実施状況
の確認及び無届工事
等の監視対応や指導
を行うことにより分
別解体の履行確保と
共に周辺環境への環
境保全を期する。

建物の
解体等
をする
市民等
（工事
発注
者）

義
務

適切に審査を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

32

建設リサイ
クル法に基
づく申請書
類の審査及
び収受

リサイクル法
の申請書類の
審査業務

リサイクル法
届出件数

６５０件 ５８６件
リサイクル法
の申請書類の
審査業務

リサイクル法
届出件数

５００件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

32

建設リサイ
クル法に基
づく申請書
類の審査及
び収受

現地確認の実
施、苦情・通
報の対応

苦情・通報件
数

５件 ４件
現地確認の実
施、苦情・通
報の対応

窓口開設日数 ２４１日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

32

建設リサイ
クル法に基
づく申請書
類の審査及
び収受

パトロールの
実施、現場立
入検査

パトロール実
施回数

立入検査件数

月２回、
県市合同
年４回
検査件数
２０件

月２回、
県市合同
年４回
検査件数
２０件

パトロールの
実施、現場立
入検査

パトロール実
施回数

立入検査件数

月２回、
県市合同
年４回
検査件数
２０件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

33 総

神奈川県福
祉のまちづ
くり条例に
基づく事前
協議及び完
了検査

高齢者身体障害者等
が円滑に利用できる
施設を増やすこと
で、誰もが等しく
サービスの提供を受
け、使いやすい都市
の整備に寄与する。

市民、
建物所
有者、
事業者

義
務

適切に指導及び助言
を行っており、成果
が出ている。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

33

神奈川県福
祉のまちづ
くり条例に
基づく事前
協議及び完
了検査

法に基づく指
導、助言及び
指示並びに認
定申請の審査
業務

審査件数 ３０件 ３０件

法に基づく指
導、助言及び
指示並びに認
定申請の審査
業務

審査件数 ３０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34 総

神奈川県福
祉のまちづ
くり条例の
啓発及び相
談

高齢者身体障害者等
が円滑に利用できる
施設を増やすこと
で、誰もが等しく
サービスの提供を受
け、使いやすい都市
の整備に寄与する。

市民、
建物所
有者、
事業者

義
務

啓発活動について、
窓口での直接啓発に
方針変更した為、活
動指標が達成できな
かったが、、成果は
今後見込める。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

34

神奈川県福
祉のまちづ
くり条例の
啓発及び相
談

法の啓発
広報紙等への
掲載回数

広報紙へ
年２回掲
載

実績なし
予算
なし

34

神奈川県福
祉のまちづ
くり条例の
啓発及び相
談

法の啓発 窓口開設日数 ２４３日 ２４３日 法の啓発 窓口開設日数 ２４１日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

34

神奈川県福
祉のまちづ
くり条例の
啓発及び相
談

相談業務
窓口での相談
件数

３０件 ３０件 相談業務
窓口での相談
日数

２４１日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
建築職の再任用職員
の活用

予算
なし

35 総

省エネル
ギーの使用
の合理化に
関する法律
に基づく届
出書の審査
及び収受

床面積2,000㎡以
上の特定建築物の所
有者に対し、建築物
の省エネ化を求め、
地球環境に配慮を図
る。

建物所
有者、
事業者

義
務

適切に周知を行って
おり、成果は今後見
込める。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

35

省エネル
ギーの使用
の合理化に
関する法律
に基づく届
出書の審査
及び収受

法に基づく届
出書の受理、
審査業務

受理・審査件
数

７件 ３件
法に基づく届
出書の受理、
審査業務

窓口開設日数 ２４１日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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22,280 22,280 91,552 91,552
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

建築指導課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

建築指導課

35

省エネル
ギーの使用
の合理化に
関する法律
に基づく届
出書の審査
及び収受

法に基づく助
言及び指導業
務

助言・指導件
数

７件 ３件
法に基づく助
言及び指導業
務

窓口開設日数 ２４１日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

36 総
指定道路台
帳整備事業

建築確認等の際に、
指定道路に関する情
報を迅速に把握でき
る体制を整え、事務
の円滑化による申請
者等の利便性の向上
を図ると共に、建築
主事、指定確認検査
機関等の事務の効率
化を図る。

市民、
事業

者、指
定確認
検査機
関、建
築主事

義
務

882

目標とした期限まで
に業務を行ってお
り、成果が出てい
る。

Ａ 届出の適正処
理件数

39,340 5
指定道路台帳
整備事業

現状維
持

なし 維持

36
指定道路台
帳整備事業

「指定道路
図」や「指定
道路調書」の
作成業務

指定道路図面
や調書作成の
ための情報収
集

平成２１
年３月

平成２１
年３月

882

「指定道路
図」や「指定
道路調書」の
作成業務

指定道路図面
や調書作成の
ための情報収
集

平成２２
年３月

1,340 5
指定道路台帳
整備事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

36
指定道路台
帳整備事業

「指定道路
図」の作成業
務

指定道路図面
の整備を進め
問題点の洗い
出しの時期

平成２２
年３月

38,000 5
指定道路台帳
整備事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

37 総
各種協議会
に係る事務

全国・県内特定行政
庁間による連絡調整
会議・研修会等を通
じて、適正な建築行
政の推進を図る。

特定行
政庁

内
部

584
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 544
現状維

持
なし 維持

37
各種協議会
に係る事務

会議等への参
加

委員会、幹事
会、分科会

委員会１
回、幹事
会３回、
分科会５
０回

委員会１
回、幹事
会３回、
分科会５
０回

15
会議等への参
加

委員会、幹事
会、分科会

委員会１
回、幹事
会３回、
分科会５
０回

15
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

37
各種協議会
に係る事務

県西部特定行
政庁連絡協議
会への参加

総会、担当者
会議の回数

総会１
回、担当
者会議８
回

総会１
回、担当
者会議３
回

20
県西部特定行
政庁連絡協議
会への参加

総会、担当者
会議の回数

総会１
回、担当
者会議８
回

20
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

37
各種協議会
に係る事務

神奈川建築コ
ンクール表彰
実行委員会へ
の参加

実行委員会表
彰式
書記会議の回
数

２回
１回
４回

２回
１回
６回

150

神奈川建築コ
ンクール表彰
実行委員会へ
の参加

実行委員会表
彰式
書記会議の回
数

２回
１回
４回

150
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

37
各種協議会
に係る事務

日本建築行政
会議への参加

総会、分科会
の回数

総会１
回、分科
会６回

総会１回 160
日本建築行政
会議への参加

総会、分科会
の回数

総会１
回、分科
会６回

120
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

37
各種協議会
に係る事務

県建築物震後
対策推進事業
への参加

総会、部会、
分科会の回数

総会、部
会など２
６回の会
議

総会、部
会など２
６回の会
議

239
県建築物震後
対策推進事業
への参加

総会、部会、
分科会の回数

総会、部
会など２
６回の会
議

239
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

38 総

長期優良住
宅促進法に
基づく審
査、指導

長期優良住宅の建築
及び維持保全に関す
る計画の認定の促進

認定計
画実施

者

義
務

現状維
持

なし
予算
なし

38

長期優良住
宅促進法に
基づく審
査、指導

長期優良住宅の建築
及び維持保全に関す
る計画の認定の促進

認定計
画実施

者

義
務

長期優良住宅
の認定申請の
審査業務

審査の適切処
理率
（件数）

１００％
（10
件）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし


